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株 主 各 位
　

大 阪 市 西 区 北 堀 江 一 丁 目 12 番 19 号

　

代表取締役社長 福 井 秀 明
　

第119回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第119回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）午後
５時20分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
　

記
１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市西区北堀江一丁目12番19号 当社７階会議室

（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
３．目的事項

報 告 事 項 １．第119期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業
報告、連結計算書類および計算書類報告の件

２．第119期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）連結
計算書類および計算書類に関する会計監査人監査結果ならび
に事業報告、連結計算書類および計算書類に関する監査役会
監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生
じ た 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト ( ア ド レ ス
http://www.kurimoto.co.jp)に掲載させていただきます。
　
節電対策の一環として会場内の冷房温度を高めに設定させていただく予定ですので、
あらかじめご了承賜りますようお願い申しあげます。
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（提供書面）
　

事 業 報 告（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、経済対策や金融緩和策の効果により、

円安・株価上昇が進み、企業収益や雇用環境の改善など、緩やかな回復基調とな

りました。海外においても、新興国の経済成長鈍化や原油安による資源国の経済

不安などの影響が懸念されるものの、米国の景気回復や欧州経済の持ち直し等に

より総じて堅調に推移しました。

このような状況のなかで、当社グループの当連結会計年度の業績は、鉄管部門

では出荷量が減少したこと、機械部門の粉体機器、鍛圧機の大型案件が減少した

ことなどにより、売上高は前連結会計年度比5,270百万円減収の98,394百万円とな

りました。

利益面ではコストダウンに注力しましたが、鉄管・機械部門における減収の影

響などにより、営業利益は2,925百万円(前連結会計年度比2,477百万円減益)、経

常利益は2,553百万円(前連結会計年度比2,137百万円減益)となりました。当期純

利益は、固定資産売却益の計上、繰延税金資産の見直しによる法人税等調整額の

繰入をしたことにより、1,598百万円(前連結会計年度比2,148百万円減益)となり

ました。

　

セグメント別の概況は次のとおりであります。

「パイプシステム事業」は、売上高につきましては、鉄管部門において国土交

通省より平成26年２月より適用される公共工事設計労務単価が決定・公表された

ことに伴う発注遅れが徐々に改善されたものの出荷の回復までは至らず低調に推

移したことなどで、前連結会計年度比2,986百万円減収の56,751百万円となりまし

た。

営業利益につきましては、高付加価値製品の出荷比率は向上し、コストダウン

に注力したものの減収による減益の影響が大きく、前連結会計年度比1,489百万円

減益の2,016百万円の営業利益となりました。
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「機械システム事業」は、売上高につきましては、素形材エンジニアリング部

門で一部大口物件の売上を中心に増加したものの、機械部門の粉体機器で大型プ

ラント案件が減少したことに加え、鍛圧機においても大型物件の出荷が減少した

ことなどにより、前連結会計年度比4,238百万円減収の18,515百万円となりまし

た。

営業利益につきましては、素形材エンジニアリング部門、化学装置部門におい

て利益率が改善しましたが、機械部門における減収による減益の影響が大きく、

前連結会計年度比518百万円減益の490百万円の営業利益となりました。

　

「産業建設資材事業」は、売上高につきましては、化成品部門において前年度

に増加した農水向け製品および電力向け製品の出荷が減少し低調に推移しました

が、建材部門において工事進捗が遅れているものの、大阪、首都圏を中心にビル

関係、マンション関係の案件が堅調に推移し空調製品を中心に出荷が増加したこ

とに加え、前第２四半期連結会計期間において連結子会社が増加していることな

どで売上が増加し、前連結会計年度比1,954百万円増収の23,127百万円となりまし

た。

営業利益につきましては、鋼材、樹脂をはじめとした原材料価格が前年に比べ

高止まりしていることに加え、比較的利益率の高い製品の出荷比率が減少したこ

となどで、前連結会計年度比177百万円減益の642百万円の営業利益となりました。

　

② 設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資の総額は2,421百万円で各工場の合理化、機能強化な

らびに設備の更新を行いました。当連結会計年度中に完成しました主なものは、

住吉工場の事務所棟建設工事、堺工場の新型耐震管製造設備であり、継続中の主

なものは、加賀屋工場の鉄管製造設備であります。

　

③ 資金調達の状況

当連結会計年度において、新株式発行および社債発行等の資金調達は行ってお

りません。

　

④ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。
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(2) 財産および損益の状況
　

区 分
第116期

平成23年度
第117期

平成24年度
第118期

平成25年度

第119期
(当連結会計年度)

平成26年度

売 上 高(百万円) 97,075 98,175 103,664 98,394

経 常 利 益(百万円) 3,708 5,525 4,691 2,553

当 期 純 利 益(百万円) 2,206 2,898 3,747 1,598

１株当たり当期純利益(円) 16.69 21.93 28.35 12.34

総 資 産(百万円) 129,052 129,934 129,021 127,884

純 資 産(百万円) 42,116 45,905 45,307 49,584

１株当たり純資産額(円) 316.48 344.83 339.83 380.30
　

(注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、期末発行

済株式総数により算出しております。なお、期中平均発行済株式総数、期末発行済株式総数は、

いずれも自己株式を除いて算出しております。

　

(3) 重要な子会社の状況（平成27年３月31日現在)
　

会 社 名 資本金 主要な事業内容 当社の出資比率

栗 本 商 事 株 式 会 社 200百万円
ダクタイル鉄管・軽量鋼管その
他販売

100.0％

ヤマトガワ株式会社 60
ダクタイル鉄管・バルブ類・合
成樹脂製品・各種鋼管の販売、
継ぎ手工事

95.1

株式会社本山製作所 300
各種バルブ、同付属品の製造、
販売および修理

100.0

　

(注) 当社の出資比率は、議決権比率を記載しております。
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(4) 対処すべき課題

① 経営の基本方針

当社グループは、1909年の創業以来100年にわたり、お客様満足第一の製品の供

給とサービスの提供により、社会のインフラ整備、ライフラインや産業設備の拡

充に取り組んでまいりました。

　引き続き、次の100年に向けて一層価値ある企業であるために、バランスの取れ

た着実な持続的成長に向けて、企業理念の実践を通じ、顧客満足に徹したモノづ

くりで、社会の生命線と人々の暮らしを守り、社会に貢献してまいります。

また、透明性をもった健全経営を実践し、当社に投資したいと思える「企業価

値」を提供し続けるため、積極的な情報開示に努め、社内に優秀な人材を育成し、

ＣＳＲの充実を図る事を基本方針としています。

　

② 中期的な課題と経営戦略

当社グループでは、前中期３カ年経営計画において「生産性向上による利益確

保」「市場創造による事業規模拡大」を経営課題と認識しておりました。この度、

前中期３カ年経営計画の結果も踏まえ、改めて当社グループの経営課題を「収益

性の改善」を筆頭に、「事業特性に応じたグローバル化」「経営資源の充実と有効

活用」等といたしました。これらの経営課題解決に向けて、平成27年度よりスタ

ートする新中期３カ年経営計画を策定しております。

　このなかでは「チャレンジ精神・創造力溢れるオンリーワン企業となる」こと

を10年後の当社グループが目指す姿とし、その過程としての３カ年を平成27年度

から平成29年度までと位置づけております。各事業部門毎に、事業基盤の確保に

向けた“守り抜く領域”と、市場創造の具現化に向けた“攻め抜く領域”を定め、

事業特性や市場環境に応じたセグメント最適を優先することにより、改めて企業

グループの事業規模を1,000億円超として、持続的な成長に向けた投資や経営資源

配分を実施してまいります。なお、定量目標値としては、３カ年最終年度の平成

29年度には売上高1,200億円、営業利益80億円としております。

　これらの目標を踏まえ、継続的にステークホルダーの皆様に魅力を感じていた

だける「国際社会の要請に応える企業」を目指して、当社グループ一丸となって

努力を続けてまいります。

　

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜りますよう、

お願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在)

当社グループは次の製品の開発、製造、販売をいたしております。
　

事 業 区 分 部 門 主 要 製 品 名

パイプシステム事業
鉄 管 部 門
バルブ 部 門

ダクタイル鉄管（直管、異形管、接合部品）、耐摩耗管、バ
タフライ弁、ソフトシール仕切弁、スリーブ弁、貯水槽用緊
急遮断弁、各種調整弁、高炉用弁類、スプリンクラー用予作
動式（負圧湿式）流水検知装置、調節弁、安全弁

機 械 シ ス テ ム 事 業

機 械 部 門
化学装置部門
素形材エンジ
ニアリング部門

微粉砕機、分級機、造粒機、乾燥機、焼成機、混合・混練・
分散機、反応機、溶剤回収装置、二次電池材料製造装置、各
種産業機械、試験機械、プラントおよびシステム設備、鍛造
プレス、ベンディングロール、鍛造プレス各種周辺装置、プ
ラントエンジニアリング事業、各種プラントの設計・製作・
調達・建設・試運転およびメンテナンス、破砕機、粉砕機、
搬送機械、耐摩耗鋳物、耐熱鋳物、耐摩耗ポンプ、鉄道用ブ
レーキディスク

産 業 建 設 資 材 事 業
建 材 部 門
化成品 部 門

スパイラルダクト、各種フレキシブルダクト、サイレントフ
レックス、各種消音製品、ステンレスダクト、スーパースパ
イラル、ワインディングシース、ポリエチレンシース、ワイ
ンディングパイプ、中空スラブ、各種耐震製品、梁貫通孔補
強筋（スーパーハリーＺ）、段ボールダクト（コルエアダク
ト）、消音・騒音対策事業（測定・設計・製作・施工・確
認）、透光型吸音パネル（ビューソーン）、ハーフプレキャス
ト製品（カイザースラブ・カイザーバルコニー）、ＰＣａシ
ステム階段、強化プラスチック複合管（ＦＲＰＭ管）、強化
プラスチック複合板（ＦＲＰＭ板）、ＦＲＰコア、各種合成
樹脂成形品
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(6) 主要な営業所および工場（平成27年３月31日現在)
　

株式会社栗本鐵工所

本 社 大阪（大阪市西区）

支 社 東京（東京都港区）

支 店
北海道（札幌市）、東北（仙台市）、名古屋、中
国（広島市）、九州（福岡市）

工 場
加賀屋、住吉、堺、交野（以上大阪府）、古河
（茨城県）、札幌、仙台、知多（愛知県）、岡山、
福岡、湖東（滋賀県）、滋賀

栗 本 商 事 株 式 会 社

本 社 大阪（堺市堺区）

支 店 東京（東京都港区）、九州（福岡市）

営業所 沖縄、名古屋、広島、仙台

ヤマトガワ株式会社

本 社 大阪（大阪市西区）

支 店

関西（八尾市）、兵庫（神戸市）、南大阪（貝塚
市）、京都（京都府久世郡）、三重（津市）、関
東（さいたま市）、東京（港区）、西東京（川崎
市）、中国（広島市）、山口、九州（福岡市）、
宮崎、熊本

営業所 堺（堺市西区）、足立（東京都足立区）

株式会社本山製作所

本 社 宮城（黒川郡）

支 店 東京（東京都港区）、大阪（大阪市西区）

営業所
札幌、東北（黒川郡）、関東（市原市）、静岡、
名古屋（北名古屋市）、阪神（豊中市）、徳山
（周南市）、四国（新居浜市）、大分

工 場 宮城（黒川郡）
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(7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在)

① 企業集団の使用人の状況
　

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

2,004名 36名増
　

(注) １．使用人数は就業人員数であります。

２．人員には嘱託、雇員を含んでおりません。

　

② 当社の使用人の状況
　

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

1,349名 17名減 42.6歳 18.9年
　

(注) １．使用人数は就業人員数であります。

２．人員には嘱託、雇員を含んでおりません。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在)
　

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 10,557百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 8,072

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 7,603

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,378

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,068

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 1,308

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 954

(注) 百万円未満を切り捨てて表示しております。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年３月31日現在)

① 発行可能株式総数 393,766,000株

② 発行済株式の総数 133,984,908株

③ 株主数 9,623名

④ 大株主（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 12,912千株 9.9％

太 陽 生 命 保 険 株 式 会 社 12,090 9.3

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 6,786 5.2

株 式 会 社 り そ な 銀 行 4,440 3.4

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,623 2.8

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託
み ず ほ 銀 行 口 再 信 託 受 託 者
資産管理サービス信託銀行株式会社

3,200 2.4

岩 谷 産 業 株 式 会 社 2,898 2.2

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,720 2.1

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,581 1.9

富 士 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 2,138 1.6
　

(注) １．当社は自己株式（4,759,431株）を保有しておりますが、上記の表には記載しておりません。

　 ２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

　
(3) 自己株式の取得、処分等および保有

① 取得株式

ア．平成26年５月12日開催の取締役会において、自己株式の取得に係る事項を決

議し、同決議に基づく自己株式の取得

　 普通株式2,959,000株

　 699百万円

　 イ．単元未満株式の買取による取得

　 普通株式 3,678株

　 0百万円
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② 処分株式

　 該当事項はありません。

　③ 当期末における保有株式

　 普通株式4,759,431株

(4) 会社役員の状況

① 取締役および監査役の状況（平成27年３月31日現在）
　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 福 井 秀 明 産業建設資材担当

代表取締役専務 串 田 守 可 生産・技術・設備担当

常 務 取 締 役 澤 井 幹 人 財務・内部統制・関係会社担当

取 締 役 岡 田 博 文 機械システム・技術開発担当

取 締 役 新 宮 良 明
統括管理・品質管理・監査担当
大阪本店長

取 締 役 屋 地 幹 生 パイプシステム担当

取 締 役 玉 出 善 紀

常 勤 監 査 役 江 村 利 次

常 勤 監 査 役 泉 正 三

監 査 役 赤 松 秀 世 神明監査法人代表社員

監 査 役 小 林 倫 憲 ヤマトクレジットファイナンス株式会社社外監査役
　

(注) １．取締役玉出善紀氏は、社外取締役であります。

２．監査役赤松秀世氏および監査役小林倫憲氏は、社外監査役であります。

３．監査役赤松秀世氏は、公認会計士として財務・会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。

４．当社は取締役玉出善紀氏、監査役赤松秀世氏および監査役小林倫憲氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．平成26年６月27日開催の第118回定時株主総会において、屋地幹生氏は、取締役に新たに選

任され就任いたしました。

６．平成26年６月27日開催の取締役会において、澤井幹人氏は、常務取締役に新たに選定され就

任いたしました。
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当社は執行役員制度を導入しております。平成27年３月31日現在の執行役員は、次

のとおりであります。
　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

常務執行役員 天 谷 光 郎 東京支社長

執 行 役 員 斎 藤 直 史 機械事業部長

執 行 役 員 村 田 実 品質管理室長

執 行 役 員 小 島 眞 也 素形材エンジニアリング事業部長

執 行 役 員 生 田 伸 化学装置事業部長

執 行 役 員 菊 本 一 高 化成品事業部長

執 行 役 員 近 藤 一 晴 バルブ事業部長

執 行 役 員 福 井 武 久 技術開発室長

執 行 役 員 佐 藤 尚 人 建材事業部長

執 行 役 員 藤 本 幸 隆 鉄管事業部長

　

② 取締役および監査役の報酬等の総額
　

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ７名 177百万円

監 査 役 ４ 59

合 計 11 236
　

(注) １．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役および監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第98回定時株主総会において

取締役月額27百万円以内（但し、使用人分給与は含まない。）、監査役月額５百万円以内と決

議いただいております。

３．上記支給額のうち、社外役員３名の報酬の合計額は21百万円であります。
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③ 社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況
　

取締役会（１８回開催) 監査役会（１４回開催)

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 玉 出 善 紀 18回 100％

監 査 役 赤 松 秀 世 18回 100％ 14回 100％

監 査 役 小 林 倫 憲 18回 100％ 14回 100％

　

・取締役会および監査役会における発言状況

取締役玉出善紀氏は、大所高所の意見、新しい視点など、豊富な知識・経験

に基づき、経営全般について発言を適宜行っております。

監査役赤松秀世氏および監査役小林倫憲氏は、財務諸表の信頼性確保、法令

順守体制の監査や、業務効率性の監査を行い、議案審議に必要な発言を適宜

行っております。

・責任限定契約の内容の概要

当社と取締役玉出善紀氏は、当社定款第29条および会社法第427条第１項の規

定に基づき、また、当社と監査役赤松秀世氏および監査役小林倫憲氏は、当

社定款第39条および会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額です。

・重要な兼職先と当社との関係

監査役赤松秀世氏は、神明監査法人の代表社員であります。当社と神明監査

法人の間には資本関係および特段の取引関係はありません。

監査役小林倫憲氏は、ヤマトクレジットファイナンス株式会社の社外監査役

であります。当社とヤマトクレジットファイナンス株式会社の間には資本関

係および特段の取引関係はありません。
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(5) 会計監査人の状況

① 名称 ひびき監査法人

② 報酬等の額
　

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 53百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

53

　

（注）１．大阪監査法人は、平成26年７月1日付の新橋監査法人、ペガサス監査法人との合併に伴

い、ひびき監査法人に名称変更しております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区別できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社では、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは

会計監査人としてふさわしくない非行があるなど、当社の会計監査人であること

につき当社にとって重大な支障があると判断した場合には、監査役会が会社法第

340条の規定により会計監査人を解任いたします。また、そのほか会計監査人が職

務を適切に遂行することが困難であると認められる場合、または監査の適正性を

より高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される場合には、監査役

会は、会計監査人の選任および解任ならびに会計監査人を再任しないことに関す

る議案の内容を決定いたします。
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(6) 業務の適正を確保するための体制

当社は、「業務の適正を確保するための体制」について、平成18年５月に決議し、

その後適宜改定を行い、現在では平成27年５月12日に決議した以下の内容で運営し

ております。

　

１．当社およびグループ会社の取締役ならびに使用人の職務執行が法令および定

款に適合することを確保するための体制

（１）当社は、当社およびグループ会社の取締役ならびに使用人が法令・定款お

よび企業倫理を順守した行動をとるための行動規範として、企業行動基準を

はじめとするコンプライアンス体制にかかる規程を定める。

また、代表取締役社長を委員長として、取締役、執行役員、労働組合代表、

顧問弁護士等により構成されるコンプライアンス・リスクマネジメント委員

会（以下「委員会」という。）を設置し、原則として毎月１回会議を開催す

る。さらに、当社およびグループ会社のコンプライアンス・リスクマネジメ

ント推進責任者ならびに推進担当者を選任し、委員会で決定した活動内容を

周知し実行することにより、コンプライアンスの徹底を図る。

（２）委員会は、常設の専門部会を置き、当社およびグループ会社の取締役なら

びに使用人に対する教育研修、当社およびグループ会社における情報セキュ

リティシステムの構築、リスク管理についての検討を行う。内部監査部門は、

委員会事務局と連携の上、当社およびグループ会社におけるコンプライアン

スの状況を監査する。これら、専門部会での活動および内部監査の状況につ

いては定期的に委員会および監査役会に報告する。

（３）当社は、法令上疑義のある行為等について使用人ならびにグループ会社の

取締役および使用人が直接情報提供を行う手段として、企業倫理ホットライ

ンおよび目安箱制度を設置し、委員会事務局が管理運営を行う。事務局は、

提供情報を委員長に報告し、委員長は、必要に応じ、リスク管理委員を任命

し、当該行為・事象の有無、リスクの程度等について調査を行わせる。

（４）当社およびグループ会社に適用される企業行動基準において、反社会的勢

力と一切の関係を遮断し、これらの活動を助長するような行為を行わないこ

とを定めている。
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２．当社の取締役の職務執行にかかる情報の保存および管理に関する体制

取締役は、文書管理規程に従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的

記録媒体（以下「文書等」という。）に記録し、保存・管理する。取締役およ

び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる。

　

３．当社およびグループ会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体

制

当社は、当社およびグループ会社におけるリスク管理を体系的に定めるリ

スク管理規程を整備し、リスク毎の担当部署、不測の事態が発生した場合ま

たは発生するおそれがある場合の迅速な対応、損害の防止または拡大防止・

改善策などのリスク管理体制を構築する。

　

４．当社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保する体制

当社は、取締役会を月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時

に開催するものとし、経営方針および経営戦略に関する重要事項については、

事前に代表取締役社長を議長とする取締役などで構成される特別経営会議等

において議論を行う。

　取締役会の決定に基づく業務執行については、すでに整備している稟議規

程、組織規程等に従い、効率的な経営管理体制を構築する。

　

５．当社およびグループ会社における業務の適正を確保するための体制

（１）当社は、当社およびグループ会社における内部統制の構築を目指し、グル

ープ会社全体の内部統制に関する担当部署の明確化を図るとともに、当社お

よびグループ会社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請

の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。

　また、グループ会社の業務の適正を確保するため、関係会社管理規程に則

り、当社に対し了解・報告を求めるシステムを構築する。

（２）当社の内部監査部門は、当社およびグループ会社の内部監査を実施し、そ

の結果を担当部署および当該会社の責任者ならびに監査役会に報告し、担当

部署は、必要に応じて、内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行う。

（３）当社は、財務報告の信頼性・適正性を確保し、社会的な信用の維持・向上

に資するために必要な内部統制の体制を整備し、運用する。
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（４）当社は、当社代表取締役等とグループ会社の代表取締役が定期的に会談す

る場を設定することにより、当社およびグループ会社の経営状況等の情報共

有化を行い、グループ会社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確

認する。

　

６．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性および使用人に対す

る監査役の指示の実効性確保に関する事項

（１）監査役会の職務補助に専念する使用人を１名以上監査役室に置く。

（２）監査役は、当該使用人に対し監査業務に必要な事項を命令することができ

るものとし、当該使用人は、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

（３）当該使用人が、監査役からの命令業務遂行中は、当該使用人の人事異動、

懲戒につき、監査役会の承認を得る。

　

７．当社およびグループ会社の取締役ならびに使用人が監査役会または監査役に

報告をするための体制その他の監査役会または監査役への報告に関する体制

および監査役会または監査役へ報告したことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

（１）取締役は、監査役会または監査役に対して、法定の事項に加え、当社およ

びグループ会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況を報告する。

　監査役は、当社の稟議事項等の重要情報およびグループ会社からの了解・

報告に係る情報を常時閲覧することができるとともに、当社およびグループ

会社の取締役ならびに使用人に対して直接報告を求めることができる。

（２）監査役会または監査役に対して直接報告を行った当社の使用人ならびにグ

ループ会社の取締役および使用人は、当該報告を行ったことを理由として不

利な取扱いを受けないものとする。

　

８．監査役の職務執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該

職務執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務を執行する際に生じる合理的な費用は当社の負担とし、

監査役がその前払を求める場合にはこれに応じる。
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９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は、代表取締役社長、会計監査人それぞれとの間で、定期的な会

議を行う。また、必要に応じて弁護士、公認会計士等の専門家に対し、当社

の費用負担において、監査業務に関する支援・助言を求めることができる。

　

(7) 会社の支配に関する基本方針

当社は、平成20年５月26日開催の取締役会において「当社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者のあり方に関する基本方針」（以下「基本方針」）を決議し、平

成23年５月23日開催の取締役会において「基本方針の実現に資する取組み」を決議

し、平成26年６月27日開催の第118回定時株主総会において「当社株式等の大規模買

付行為への対応策」の承認決議を受けております。

１．基本方針の概要

当社の株式は譲渡自由が原則であり、当社の財務および事業の方針の決定を支

配する者のあり方に影響を及ぼす可能性のある当社株式の買付提案・買付行為等

に賛同するか否かの判断につきましても、株主全体の自由な意思に基づき行われ

るべきものと考えております。

しかし、当社株式の買付行為等の中には、その内容や代替案等を検討するため

の十分な時間や情報を与えないもの、当社の企業価値・株主共同の利益を損なう

ことが明白であるもの、買付に応じることを株主に強要するような仕組みを有す

るもの、買付条件が当社の企業価値・株主共同の利益に照らして不十分または不

適切であるもの等、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれをもたら

すものも想定されます。

当社は、このような企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切

な買付行為等を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者とし

ては適切ではなく、係る買付行為等に対しては必要かつ相当な対抗措置をとる必

要があると考えております。

２．基本方針の実現に資する取組み

当社では、基本方針の実現に資するものとして、以下に掲げる取組みを推進し

ております。

　 （１） 企業価値・株主共同の利益向上に資する「経営方針」について

当社は、1909年の創業以来100年余、ステークホルダーの皆様との信頼関係

を基盤とし、お客様満足第一のモノづくりに徹することにより、社会のイン

フラ整備やライフラインの拡充に貢献してまいりました。
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今後もトータル・クオリティ・サービスでお客様の信頼を得、お客様に本

当に満足していただくことによって、持続的成長を目指していくことを当社

およびグループ会社の「経営基本方針」としております。

（２）企業価値・株主共同の利益向上に資する「コーポレート・ガバナンス（企

業統治）の充実施策」について

当社は、グループ会社とともに企業価値・株主共同の利益の向上を実現す

るため、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて、次の施策を実施してお

ります。

　 ① 経営上の意思決定、業務執行および監督

最高意思決定機関および監督機関として取締役会（うち社外取締役１

名）のほか、代表取締役社長を中心としたメンバーによる経営会議を設

置し、取締役会の機能補完と意思決定の迅速化を図っております。更に、

執行役員制度を導入し、取締役の業務執行機能の一部を執行役員に権限

委譲することで、取締役の監督機能を相対的に強化しております。

　また、当社の経営監査機関として、監査役会を設置しております。監

査役は、取締役会、その他の重要な会議に出席し、内部統制の運営状況

等の確認を行い、必要に応じて取締役会に意見を述べるなど、取締役の

職務執行に対する監査を行っております。

　 ② 内部統制システム

当社は、内部統制システムについての具体的な取組みとして、企業行

動基準をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規程を整備し、ま

た、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス・リスクマネジメ

ント委員会を設置し、コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めてお

ります。

　 ３．当社株式等の大規模買付行為への対応策（本プラン）

　 （１） 本プランの概要

議決権割合で20％以上となる当社株券等の大規模買付行為に関する情報提

供等に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」）を設定し、会社の支

配に関する基本方針に照らして不適切な者による大規模買付行為に対する対

抗措置を定めております。
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　 （２） 大規模買付ルールの概要

大規模買付者は、事前に大規模買付行為の概要等を記した意向表明書およ

び買付の目的、買付後の経営方針など、株主の皆様や取締役会の判断に必要

かつ十分な情報を提供し、取締役会による一定の評価期間が経過した後に大

規模買付行為を開始する、というものです。なお、情報提供に関して、大規

模買付者より合理的な説明がある場合には、取締役会は提供を求めた必要情

報が全て揃わなくても、取締役会による評価を開始する場合があります。大

規模買付者からの情報提供の完了または取締役会による評価開始について、

大規模買付者に通知するとともに、適時適切に開示します。

　 （３） 大規模買付行為がなされた場合の対応

　 ① 大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合

取締役会は、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとら

ず、買付提案に応じるか否かは、株主の皆様においてご判断いただくこ

とになります。

　但し、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと取締役会が

判断する場合には、例外的に会社法その他の法律および当社定款が認め

る対抗措置をとることがあります。

　 ② 大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合

取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的とし

て、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置をとる場合が

あります。なお、大規模買付者が大規模買付ルールを順守したか否かを

判断するに際しては、大規模買付者側の事情についても考慮し、例えば

合理的理由により必要情報の一部が提出されないことのみをもって大規

模買付ルールを順守しないと認定することはしないものとします。

　 ③ 独立委員会の設置

取締役会が、大規模買付ルールが順守されたか否か、あるいは大規模

買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものである

か否かを判断する際、取締役会によって恣意的な判断がなされることを

防止し、判断の客観性および合理性を担保するため、独立委員会を設置

いたします。独立委員会の委員は３名以上とし、当社の経営陣から独立

している社外役員および社外有識者の中から選任します。
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　 ④ 対抗措置の発動の手続

対抗措置をとる場合、取締役会は対抗措置の発動に先立ち独立委員会

に対し発動の是非について諮問し、独立委員会はその是非について勧告

を行います。取締役会は、対抗措置を講じるか否かの判断に際して、独

立委員会の勧告を最大限尊重いたします。具体的な手段については、そ

の時点で最も適切と取締役会が判断したものを選択することといたしま

す。

　 ⑤ 対抗措置発動の停止等について

取締役会が、対抗措置の発動が適切でないと判断した場合には、独立

委員会の勧告等を十分に尊重した上で、対抗措置の発動の停止または変

更等を行うことがあります。対抗措置発動の停止を行う場合は、独立委

員会が必要と認める事項とともに速やかな情報開示を行います。

　 （４） 株主・投資家に与える影響等

　 ① 大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等

大規模買付ルールは、大規模買付行為の是非を株主の皆様が判断する

際の必要な情報等を提供することを目的としており、当社の企業価値・

株主共同の利益の保護につながるものと考えております。

　 ② 対抗措置の発動が株主および投資家の皆様に与える影響

取締役会が具体的な対抗措置をとることを決定した場合には、当該決

定について適時・適切に開示いたします。対抗措置の発動時には、大規

模買付者以外の株主の皆様が、法的・経済的側面において格別の損失を

被るような事態は想定しておりません。

　但し、大規模買付者については、大規模買付ルールを順守しない場合、

大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと判

断される場合等、対抗措置がとられた結果として、法的・経済的側面に

おいて不利益が発生する可能性があります。

　 （５） 大規模買付ルールの適用開始、有効期間、継続および廃止

本プランの有効期間は、平成26年６月27日に開催された第118回定時株主総

会の日から３年間（平成29年６月開催予定の定時株主総会のときまで）とし、

以降は３年ごとに、定時株主総会の承認を経ることといたします。

　但し、本プランの有効期間中であっても、株主総会において本プランを廃

止する旨の決議が行われた場合、または株主総会で選任された取締役で構成

される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本

プランはその時点で廃止されるものといたします。
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（６）本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの

ではないことについて

　 ① 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した

「企業価値・株主共同利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指

針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、

事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しておりま

す。

　また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に

発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」

の内容も踏まえたものとなっております。

　 ② 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、買付等に応じるか否かを株主の皆様が判断し、あるいは

当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株

主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目

的をもって導入されるものであります。

　 ③ 合理的な客観的発動要件の認定

本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されな

ければ、発動されないように設定されており、取締役会による恣意的な

発動を防止するための仕組みが確保されております。

　 ④ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

本プランにおける対抗措置の発動等の運用に際して、独立性の高い社

外者のみから構成される独立委員会の勧告を最大限尊重することとして

おります。

　また、株主の皆様に情報開示することとしており、当社の企業価値・

株主共同の利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが

確保されております。

　 ⑤ 株主意思を尊重するものであること

本プランは、平成26年６月27日開催の定時株主総会にて株主の皆様の

ご承認をいただいており、株主の皆様のご意向が反映されております。
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　 ⑥ デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役

会により廃止することができ、デッドハンド型買収防衛策でもスローハ

ンド型買収防衛策でもありません。

　

以 上
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連 結 貸 借 対 照 表
　
　

(平成27年３月31日現在)
（単位：百万円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

77,320

18,776

38,511

10,525

4,933

2,480

1,222

919

△47

50,564

33,061

8,177

7,430

15,230

183

1,072

966

607

16,894

14,907

2,305

△318

流 動 負 債 59,867

支払手形及び買掛金 26,535

短 期 借 入 金 23,448

１年内返済予定の長期借入金 2,336

リ ー ス 債 務 63

未 払 法 人 税 等 218

未 払 費 用 1,746

前 受 金 1,698

賞 与 引 当 金 1,454

工 事 損 失 引 当 金 89

訴 訟 損 失 引 当 金 24

そ の 他 の 引 当 金 11

そ の 他 2,240

固 定 負 債 18,433

長 期 借 入 金 9,443

リ ー ス 債 務 132

繰 延 税 金 負 債 1,245

退職給付に係る負債 6,819

資 産 除 去 債 務 137

そ の 他 654

負 債 合 計 78,300

純 資 産 の 部

株 主 資 本 49,616

資 本 金 31,186

資 本 剰 余 金 6,959

利 益 剰 余 金 12,563

自 己 株 式 △1,092

その他の包括利益累計額 △472

その他有価証券評価差額金 3,949

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △5

退職給付に係る調整累計額 △4,416

少 数 株 主 持 分 439

純 資 産 合 計 49,584

資 産 合 計 127,884 負債・純資産合計 127,884
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額

売 上 高 98,394

売 上 原 価 76,219

売 上 総 利 益 22,175

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,250

営 業 利 益 2,925

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 335

そ の 他 302 638

営 業 外 費 用

支 払 利 息 405

そ の 他 604 1,009

経 常 利 益 2,553

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 26 26

特 別 損 失

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 0

投 資 有 価 証 券 評 価 損 0

そ の 他 0 0

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,579

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 285

法 人 税 等 調 整 額 641 927

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,652

少 数 株 主 利 益 54

当 期 純 利 益 1,598
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　
　

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成26年４月１日 期首残高 31,186 6,959 9,749 △392 47,503

会計方針の変更による累積的影響額 1,700 1,700

会計方針の変更を反映した当期首残高 31,186 6,959 11,449 △392 49,203

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △522 △522

当 期 純 利 益 1,598 1,598

自 己 株 式 の 取 得 △700 △700

連 結 範 囲 の 変 動 38 38

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,113 △700 413

平成27年３月31日 期末残高 31,186 6,959 12,563 △1,092 49,616

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少 数 株 主
持 分 純資産合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

平成26年４月１日 期首残高 2,630 － △5,211 △2,581 386 45,307

会計方針の変更による累積的影響額 1,700

会計方針の変更を反映した当期首残高 2,630 － △5,211 △2,581 386 47,008

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △522

当 期 純 利 益 1,598

自 己 株 式 の 取 得 △700

連 結 範 囲 の 変 動 38

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

1,319 △5 795 2,109 53 2,162

連結会計年度中の変動額合計 1,319 △5 795 2,109 53 2,576

平成27年３月31日 期末残高 3,949 △5 △4,416 △472 439 49,584
　
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況

連結子会社の数 10社
連結子会社の名称 栗本商事㈱、クリモトロジスティクス㈱、㈱佐世保メタル、

ヤマトガワ㈱、㈱本山製作所、㈱ケイエステック、北海道管

材㈱、八洲化工機㈱、日本カイザー㈱、㈱クリモトビジネス

アソシエイツ
当連結会計年度において、㈱クリモトビジネスアソシエイツは重要性が増したため、連結の範

囲に含めております。

②非連結子会社の状況

主要な非連結子会社の名称 栗鉄（上海）貿易有限公司

連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況

該当事項はありません。

②持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況

持分法を適用していない非連結子会社（栗鉄（上海）貿易有限公司他）は、それぞれ連結純損

益（持分に見合う額）および連結利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出

しております。）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ 時価法

ハ．たな卸資産 主として総平均法または個別法に基づく原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定し

ております。）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

主として定額法を採用しております。

なお、一部の連結子会社については、定率法を採用しており

ます。ただし、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償

却資産につきましては、一括償却資産として３年間で均等に

償却する方法を採用しております。
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ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。

ハ. リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

③重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額を計

上しております。

ハ．工事損失引当金 受注工事の損失に備えるため、手持受注工事のうち当連結会

計年度末において損失が確実視され、かつ、その金額を合理

的に見積もることができる工事については、翌連結会計年度

以降に発生が見込まれる損失見込額を計上しております。

ニ．訴訟損失引当金 訴訟等に対する損失に備えるため、将来負担する可能性のあ

る損失を見積もり、必要と認められる損失見込額を計上して

おります。

④重要な収益および費用の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については、工事完成基準を適

用しております。

⑤重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替変

動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たす場合には

振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たす

場合には特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段 為替予約、金利スワップ

・ヘッジ対象 外貨建債権債務および外貨建予定取引、借入金

ハ．ヘッジ方針 通常業務を遂行する上で発生する為替変動リスクおよび金利

変動リスクを回避するために利用しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ

対象の相場変動とヘッジ手段の相場とを比較し、両者の変動

額等を基礎にして判断しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。
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⑥その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上

基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から

年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職

給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に

よっております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として

10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純

資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る

調整累計額に計上しております。
ロ．消費税等の会計処理 消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。

ハ．連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務お

よび勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式

基準へ変更し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存

勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数

の割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当連結会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額

を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が1,700百万円減少し、利益剰余金が

1,700百万円増加しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前

当期純利益への影響は軽微であります。

３．表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めて表示しておりました「ゴルフ会員

権評価損」は、特別損失の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記しており

ます。

　なお、前連結会計年度の「ゴルフ会員権評価損」は２百万円であります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産および担保付債務

①担保に供している資産

預金 310百万円

建物及び構築物 4,224百万円

機械装置及び運搬具 2,174百万円

土地 3,608百万円

計 10,318百万円

②担保に係る債務額

短期借入金 22,253百万円

１年内返済予定の長期借入金 2,024百万円

長期借入金 9,045百万円

計 33,324百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 68,629百万円

(3) 保証債務

従業員の金融機関借入金（住宅資金）に対する債務保証 166百万円

(4) 受取手形割引高および裏書譲渡高

受取手形割引高 2,474百万円

裏書譲渡高 1百万円

(5) コミットメントライン等について

当座貸越極度額 1,900百万円

コミットメントラインの総額 30,000百万円

タームローンの総額 11,000百万円

借入実行残高 33,237百万円

差引額 9,662百万円

(6) 財務制限条項等の付保

短期借入金のうち21,000百万円、長期借入金（１年以内返済分を含む）のうち11,000百万円に

ついては、財務制限条項等が付されております。

①各決算期末および第２四半期連結会計期間末に関し、連結および単体での純資産残高は300億

円以上を維持すること。

②平成27年３月期以降の決算期に関し、連結および単体での営業損益は２期連続で損失とならな

いこと。

③平成27年３月期以降の決算期に関し、連結および単体での有利子負債より現預金を差し引いた

額を純資産額により除して算出した数値が、1.0を超過しないこと。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 133,984,908株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等
　

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 264百万円 2円 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年11月５日
取締役会

普通株式 258百万円 2円 平成26年９月30日 平成26年12月８日

　

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　

決 議 予 定
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の総額
１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式
利 益
剰 余 金

258百万円 2円 平成27年３月31日 平成27年６月29日

　

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金計画、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達し

ております。また、資金運用については、短期的な預金等に限定しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理関連規程に従い取引相手ごとに期日

および残高を管理しリスクの低減を図っております。また、外貨建営業債権に係る為替の変動リ

スクに対しては、必要に応じて先物為替予約を利用しております。

投資有価証券は、主に株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

支払手形及び買掛金は、概ね５ヶ月以内の支払期日であります。また、外貨建営業債務に係る

為替の変動リスクに対しては、必要に応じて先物為替予約を利用しております。

借入金は、主に運転資金や設備資金に係る資金調達であり、金利の変動や流動性のリスクに対

しては、市場金利の定期的なモニタリングや資金計画の管理を行っております。

また、一部の長期借入金の金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を実施して支払

利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、実需の範囲

で行うこととしております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項（平成27年３月31日現在）
　

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

①現金及び預金 18,776 18,776 －

②受取手形及び売掛金 38,511 38,511 －

③投資有価証券

　その他有価証券 14,079 14,079 －

資産計 71,367 71,367 －

①支払手形及び買掛金 26,535 26,535 －

②短期借入金 23,448 23,448 －

③長期借入金

a.１年内返済予定の長期借入金 2,336
11,800 19

b.長期借入金 9,443

負債計 61,764 61,784 19

デリバティブ取引 △5 △5 －
　

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資 産
①現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

②受取手形及び売掛金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間および信用

リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

③投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負 債
①支払手形及び買掛金、並びに②短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

③長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価について、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による一部の長期借入金は金利ス

ワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の

合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算

定する方法によっております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関より提示された価格によっておりま

す。ただし、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しており

ます。

(注) ２．非上場株式（連結貸借対照表計上額828百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「③投資有価証券」には含めておりません。
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７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 380円30銭

(2) １株当たり当期純利益 12円34銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

９．その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
　
　

(平成27年３月31日現在)
（単位：百万円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

62,356

14,153

8,016

22,867

9,056

3,366

1,827

1

265

1,047

1,756

△2

48,594

28,029

6,038

775

6,901

21

805

12,361

57

1,067

265

105

1

158

20,299

14,110

4,756

104

102

247

1,070

△91

流 動 負 債 46,760

支 払 手 形 5,527

買 掛 金 11,018

短 期 借 入 金 21,100

１年内返済予定の長期借入金 2,300

リ ー ス 債 務 20

未 払 金 1,044

未 払 費 用 1,905

未 払 法 人 税 等 149

前 受 金 1,350

預 り 金 1,053

賞 与 引 当 金 1,120

工 事 損 失 引 当 金 53

訴 訟 損 失 引 当 金 24

そ の 他 95

固 定 負 債 12,544

長 期 借 入 金 9,352

リ ー ス 債 務 40

繰 延 税 金 負 債 1,262

退 職 給 付 引 当 金 1,778

資 産 除 去 債 務 111

負 債 合 計 59,305

純 資 産 の 部

株 主 資 本 47,811

資 本 金 31,186

資 本 剰 余 金 6,959

資 本 準 備 金 6,959

利 益 剰 余 金 10,758

利 益 準 備 金 184

そ の 他 利 益 剰 余 金 10,574

繰 越 利 益 剰 余 金 10,574

自 己 株 式 △1,092

評価・換算差額等 3,834

その他有価証券評価差額金 3,839

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △5

純 資 産 合 計 51,646

資 産 合 計 110,951 負債・純資産合計 110,951
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額

売 上 高 67,845

売 上 原 価 50,858

売 上 総 利 益 16,986

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,499

営 業 利 益 2,487

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 365

そ の 他 233 599

営 業 外 費 用

支 払 利 息 364

そ の 他 512 877

経 常 利 益 2,208

特 別 損 失

そ の 他 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 2,208

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 160

法 人 税 等 調 整 額 595 756

当 期 純 利 益 1,452
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
　
　

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計
繰越利益剰余金

平成26年４月１日 期首残高 31,186 6,959 132 8,005 8,137

会計方針の変更による累積的影響額 1,692 1,692

会計方針の変更を反映した当期首残高 31,186 6,959 132 9,697 9,829

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 52 △575 △522

当 期 純 利 益 1,452 1,452

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

事業年度中の変動額合計 － － 52 877 929

平成27年３月31日 期末残高 31,186 6,959 184 10,574 10,758

　

株 主 資 本 評 価・換 算 差 額 等
純 資 産
合 計自己株式

株主資本
合 計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ

損 益

評価・換算

差額等合計

平成26年４月１日 期首残高 △392 45,891 2,575 － 2,575 48,466

会計方針の変更による累積的影響額 1,692 1,692

会計方針の変更を反映した当期首残高 △392 47,583 2,575 － 2,575 50,159

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △522 △522

当 期 純 利 益 1,452 1,452

自 己 株 式 の 取 得 △700 △700 △700

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

1,263 △5 1,258 1,258

事業年度中の変動額合計 △700 228 1,263 △5 1,258 1,487

平成27年３月31日 期末残高 △1,092 47,811 3,839 △5 3,834 51,646
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

①有価証券の評価基準および評価方法

イ．子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券

・時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して

おります。）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

②デリバティブ 時価法

③たな卸資産

イ．製品・仕掛品 総平均法または個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。）

ロ．原材料・貯蔵品 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定しております。）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産については、一括償却資産として３

年間で均等に償却する方法を採用しております。

②無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。
③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額を計上

しております。

③工事損失引当金 受注工事の損失に備えるため、手持受注工事のうち当事業年度

末において損失の発生が確実視され、かつ、その金額を合理的

に見積もることができる工事については、翌事業年度以降に発

生が見込まれる損失見込額を引当計上しております。

④訴訟損失引当金 訴訟等に対する損失に備えるため、将来負担する可能性のある

損失を見積もり、必要と認められる損失見込額を計上しており

ます。
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⑤退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計上しております。また、数

理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

しております。

(4) 収益および費用の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については、工事完成基準を適

用しております。

(5) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満た

す場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件

を満たす場合には特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段 為替予約、金利スワップ

・ヘッジ対象 外貨建債権債務および外貨建予定取引、借入金

③ヘッジ方針 通常業務を遂行する上で発生する為替変動リスクおよび金利変

動リスクを回避するために利用しております。

④ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対

象の相場変動とヘッジ手段の相場とを比較し、両者の変動額等

を基礎にして判断しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

①退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理と異なって

おります。

②消費税等の会計処理 消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっておりま

す。

③連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成27年３月26日。）を、当事業年度より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を

割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決

定する方法から退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更して

おります。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当事業年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰

越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が1,692百万円減少し、繰越利益剰余金が1,692百

万円増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益への影響

は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産および担保付債務

①担保に供している資産

建物 4,099百万円

機械及び装置 2,174百万円

土地 2,951百万円

計 9,225百万円

②担保に係る債務額

短期借入金 21,000百万円

１年内返済予定の長期借入金 2,000百万円

長期借入金 9,000百万円

計 32,000百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 64,160百万円

(3) 保証債務

従業員の金融機関借入金（住宅資金）に対する債務保証 166百万円

(4) コミットメントライン等について

当座貸越極度額 300百万円

コミットメントラインの総額 30,000百万円

タームローンの総額 11,000百万円

借入実行残高 32,100百万円

差引額 9,200百万円

(5) 関係会社に対する金銭債権・債務

①短期金銭債権 11,894百万円

②長期金銭債権 200百万円

③短期金銭債務 1,569百万円

(6) 財務制限条項等の付保

短期借入金のうち21,000百万円、長期借入金（１年以内返済分を含む）のうち11,000百万円に

ついては、財務制限条項等が付されております。
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①各決算期末および第２四半期連結会計期間末に関し、連結および単体での純資産残高は300億

円以上を維持すること。

②平成27年３月期以降の決算期に関し、連結および単体での営業損益は２期連続で損失とならな

いこと。

③平成27年３月期以降の決算期に関し、連結および単体での有利子負債より現預金を差し引いた

額を純資産額により除して算出した数値が、1.0を超過しないこと。

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①売上高 22,389百万円

②仕入高 4,457百万円

③その他の営業取引高 1,081百万円

④営業取引以外の取引高 300百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,796,753株 2,962,678株 －株 4,759,431株

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得2,959,000株および単元未満株

式の買取り3,678株による増加分であります。

６．税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 2,117百万円

賞与引当金 369百万円

貸倒引当金 24百万円

工事損失引当金 17百万円

投資有価証券評価損 184百万円

関係会社株式評価損 76百万円

関係会社出資金評価損 116百万円

合併により取得した土地 572百万円

税務上の繰越欠損金 14,325百万円

その他 589百万円

繰延税金資産小計 18,394百万円

評価性引当額 △16,995百万円

繰延税金資産合計 1,398百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,557百万円

未収配当金 △56百万円

繰延税金負債合計 △1,613百万円

繰延税金資産（△負債）の純額 △214百万円
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(2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」および「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３

月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただし、

平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.6％か

ら、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.0

％、平成28年４月１日以降のものについては32.2％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が59百万円減少し、当事

業年度に計上された法人税等調整額が104百万円、その他有価証券評価差額金額が163百万円それぞ

れ増加しております。

７．関連当事者との取引に関する注記
　

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の 内 容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社 栗本商事㈱ 100.0％
当社製造のダク
タイル鉄管・軽
量鋼管等の販売

当社製品の
販売(注)１

10,853 売 掛 金 6,478

子会社 ヤマトガワ㈱ 95.1％
当社製造のダク
タイル鉄管・軽
量鋼管等の販売

当社製品の
販売(注)１

9,662 売 掛 金 3,724

　

取引条件および取引条件の決定方針等

(注) １．当社の製品の販売については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

(注) ２．取引金額には消費税等が含められておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 399円66銭

(2) １株当たり当期純利益 11円21銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

10．その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月15日

株式会社栗本鐵工所

取 締 役 会 御 中

ひびき監査法人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 馬 塲 泰 德 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 坂 東 和 宏 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 加 藤 功 士 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社栗本鐵工所の平成26年４月１日
から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社栗本鐵工所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月15日

株式会社栗本鐵工所

取 締 役 会 御 中

ひびき監査法人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 馬 塲 泰 德 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 坂 東 和 宏 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 加 藤 功 士 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社栗本鐵工所の平成26年４
月１日から平成27年３月31日までの第119期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第119期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、内部統制システムの構築・運

用状況及びグループ会社における社内管理体制の構築・運用状況を重点監査項目
として設定し、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情
報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に
出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。内部監査部門については、定期的に
実施した監査の結果について報告を受けました。また、取締役の職務の執行が法
令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。なお、財務報
告に係る内部統制については、取締役等及びひびき監査法人から当該内部統制の
評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び
同号ロの各取組みについても、その内容を検証いたしました。子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、子会社に対し
事業の報告を求め、必要に応じて重要な子会社に赴き、その業務及び財産の状況
を調査いたしました。監査役会については、毎月開催し、各監査役が行った監査
の結果を他の監査役に伝え、意見交換するとともに、情報の共有に努めました。
また、監査役の監査活動の結果については、必要に応じ、取締役会や各部門の責
任者に対して意見を伝えました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業
報告及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証（監査計画概要書、期末現物照合実査立会い、期末実地棚卸監
査立会い等）するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告

（各四半期・期末監査実施報告等）を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく

示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重

大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認め
られません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の
在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。
事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、
当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものでは
なく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認め
ます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月20日

株式会社栗本鐵工所 監査役会

常 勤 監 査 役 江 村 利 次 ㊞
常 勤 監 査 役 泉 正 三 ㊞
社 外 監 査 役 赤 松 秀 世 ㊞
社 外 監 査 役 小 林 倫 憲 ㊞

　
以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項
　

第１号議案 剰余金処分の件

期末配当に関する事項

第119期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開

等を勘案いたしまして以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金２円

配当総額は258,450,954 円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月29日
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第２号議案 取締役７名選任の件

取締役 福井秀明、串田守可、澤井幹人、岡田博文、新宮良明、屋地幹生、玉出

善紀の７氏は、本定時株主総会終結のときをもって任期満了となります。

つきましては、あらためて取締役７名（うち６名は再選任候補者です）の選任を

お願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

１

ふく い ひで あき

福 井 秀 明
(昭和23年８月13日生)

昭和48年３月 当社入社

平成10年４月 当社機械事業部業務部長

平成15年４月 当社執行役員機械事業部長

平成16年６月 当社取締役執行役員機械事業部長

平成18年６月 当社常務取締役執行役員機械事業部長

平成20年１月 当社代表取締役社長

平成21年６月 当社代表取締役社長、パイプシステム事

業本部長

平成23年４月 当社代表取締役社長

平成25年６月 当社代表取締役社長、産業建設資材担当

現在に至る

166,222株

２

くし だ もり よし

串 田 守 可
(昭和29年５月24日生)

昭和54年４月 当社入社

平成12年10月 当社鉄構事業部技術総括部長

平成16年６月 当社取締役技術開発室長、事業企画室副

室長、新規事業推進本部長、技術・設備

担当

平成17年４月 当社取締役技術開発本部長、技術・設備

担当

平成22年６月 当社常務取締役技術開発本部長、技術・

設備担当

平成23年４月 当社常務取締役パイプシステム事業本部

長、技術・設備担当

平成24年４月 当社常務取締役、パイプシステム・技

術・設備担当
平成25年６月 当社専務取締役、パイプシステム・生

産・技術・設備担当

平成26年４月 当社代表取締役専務、パイプシステム・

生産・技術・設備担当

平成26年６月 当社代表取締役専務、生産・技術・設備

担当

現在に至る

51,908株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

３

さわ い もと ひと

澤 井 幹 人
(昭和25年３月25日生)

昭和48年４月 株式会社富士銀行入行

平成11年11月 同行船場支店長

平成16年７月 エス・バイ・エル株式会社取締役管理本

部長

平成20年７月 当社入社

当社常務執行役員、財務企画担当

平成23年４月 当社常務執行役員、財務担当、大阪本店

長
平成23年６月 当社取締役、財務担当、大阪本店長

平成24年４月 当社取締役、財務・内部統制担当、大阪

本店長

平成25年６月 当社取締役、財務・内部統制・関係会社

担当

平成26年６月 当社常務取締役、財務・内部統制・関係

会社担当

現在に至る

28,774株

４

おか だ ひろ ぶみ

岡 田 博 文
(昭和30年６月21日生)

昭和56年４月 当社入社

平成14年４月 当社機械事業部技術生産本部鍛圧機部長

平成18年６月 当社機械事業部技師長

平成20年１月 当社執行役員機械事業部長

平成20年６月 当社取締役機械システム事業本部長

平成23年４月 当社取締役機械システム事業本部長、技

術開発本部長
平成24年４月 当社取締役、機械システム・技術開発担

当

現在に至る

40,934株

５

しん ぐう よし あき

新 宮 良 明
(昭和32年７月21日生)

昭和58年４月 当社入社

平成14年３月 株式会社佐世保メタル工場長

平成16年４月 クリモトメック株式会社エンジニアリン

グ本部素形材技術部長

平成17年６月 同社代表取締役社長

平成21年10月 当社執行役員機械システム事業本部素形

材エンジニアリング事業部長
平成25年６月 当社取締役、統括管理・品質管理・監査

担当、大阪本店長

現在に至る

14,634株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

６

や じ みき お

屋 地 幹 生
(昭和30年２月13日生)

昭和54年８月 当社入社

平成12年７月 当社鉄管事業部企画部長

平成14年４月 当社鉄管事業部業務部長

平成16年４月 当社鉄管事業部営業本部九州営業部長

平成22年６月 当社九州支店長、中国支店長、パイプシ

ステム事業本部鉄管事業部パイプシステ

ム営業本部九州中国営業部長

平成23年４月 当社執行役員パイプシステム事業本部鉄

管事業部長

平成26年６月 当社取締役、パイプシステム担当

現在に至る

8,780株

７

※
しば かわ しげ ひろ

芝 川 重 博
(昭和24年８月21日生)

昭和48年４月 田熊汽罐製造株式会社（現 株式会社タ

クマ）入社

平成18年４月 同社執行役員プラント事業統轄本部環境

ソリューション事業本部長
平成21年４月 同社常務執行役員エンジニアリング統轄

本部副本部長
平成22年６月 同社取締役、常務執行役員エンジニアリ

ング統轄本部長
平成23年４月 同社取締役、専務執行役員エンジニアリ

ング統轄本部長
平成25年４月 同社取締役、副社長執行役員エンジニア

リング統轄本部長

平成27年４月 同社取締役

現在に至る

０株

　

(注) １．※印は、新任の取締役候補者であります。

　 ２．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はございません。

　 ３．芝川重博氏は、社外取締役候補者であります。

４．芝川重博氏を社外取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

　 同氏は、平成27年６月まで株式会社タクマの取締役をつとめられ、同社の経営に長年にわた

って携わっておられます（なお、同氏は平成27年６月26日をもって同社の取締役を退任され

る予定です）。その豊富な知識・経験に基づき、社外取締役としての職務を適切に遂行して

いただけるものと判断いたしました。

５．芝川重博氏が社外取締役に選任された場合には、当社定款第29条および会社法第427条第１

項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定で

あり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項第１号ハに規定す

る額としております。

６．芝川重博氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員と

して同取引所に届け出る予定であります。

７．各取締役候補者の所有する当社の株式の数には、クリモト役員持株会またはクリモト従業員

持株会における本人の持分を含めております。
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第３号議案 監査役１名選任の件

監査役 泉正三氏は、本定時株主総会終結のときをもって辞任されますので、監

査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
の株式 の 数

むら た みのる

村 田 実
( 昭 和 28 年 ２ 月 14 日 生 )

昭和52年４月 当社入社

平成14年３月 当社鉄構事業部業務部長

平成18年４月 株式会社クリモトテクノス管理本部長

平成20年１月 当社執行役員建材事業部長

平成22年５月 当社執行役員品質管理室長

平成25年２月 当社執行役員総務部長、品質管理室長

平成26年10月 当社執行役員品質管理室長

現在に至る

6,000株

(注) １．村田実氏は新任の監査役候補者であります。

　 ２．監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はございません。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

補欠監査役 松本徹氏の選任の効力が本定時株主総会開始のときをもって失効し

ますので、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、予め補欠監査

役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は次のとおりであります。
　

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
の株式 の 数

まつ もと とおる

松 本 徹
( 昭 和 37 年 ４ 月 ３ 日 生 )

平成４年４月 日本、弁護士登録

平成９年７月 ニューヨーク州、弁護士登録

平成12年１月 松本総合法律事務所開設

平成13年１月 アクア淀屋橋法律事務所開設

現在に至る

０株

　

(注) １．補欠監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はございません。

２．松本徹氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．松本徹氏は、弁護士として培われた法律知識と豊富な経験をお持ちであり、専門的立場から

当社経営に的確なご助言をいただけるものと判断いたしました。なお、同氏は直接経営に関

与された経験はありませんが、上記理由より社外監査役としての職務を適切に遂行していた

だけるものと判断いたしました。

４．松本徹氏が社外監査役に就任された場合には、当社定款第39条および会社法第427条第１項

の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であ

り、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項第１号ハに規定する

額としております。

５．松本徹氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が社外監

査役に就任された場合には、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

以 上
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株式会社栗本鐵工所

定時株主総会　会場ご案内図
大阪市西区北堀江一丁目12番19号

T E L（ 0 6 ） 6 5 3 8 － 7 6 0 1

至西梅田 至梅田

N

みずほ銀行

りそな銀行

地下鉄
出入口

新町
南公園

西大橋駅

南 堀 江 一 丁 目

至なんば 至なんば

（地下鉄長堀鶴見緑地線）

心斎橋駅
長　堀　通

地下鉄
出入口

地下鉄
出入口

地下鉄
出入口

北堀江
病　院

ガソリン
スタンド

地下鉄
出入口

地下鉄
出入口

地下鉄
出入口

大同信用組合

スターバックス
コーヒー

ゴルフパートナー

コンビニ
エンスストア

①-A

②

④

③

⑤

⑥

⑦㈱栗本鐵工所 ７階

な
に
わ
筋

四
ツ
橋
駅

心
斎
橋
駅

至
京
橋

至
大
正

大
丸

大　

丸

ホ
テ
ル

日
航
大
阪

御
堂
筋

四
つ
橋
筋

な
に
わ
筋

(

地
下
鉄
四
つ
橋
線)

(

地
下
鉄
御
堂
筋
線)

阪
神
高
速
道
路

※ ご来場の際は、四ツ橋駅⑥番出入口が便利です。
　 駐車場がありませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

ＯＰＡ
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